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地域連携薬局については、次に掲げる基準等に適合する場合に認定する。 
 
 １ 薬局であって、その機能が、医師若しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他の医療提供施設と連携し、地域にお

ける薬剤及び医薬品の適正な使用の推進及び効率的な提供に必要な情報の提供及び薬学的知見に基づく指導を実施するために必要
な機能に関する次に掲げる要件に該当するものは、その所在地の都道府県知事の認定を受けて地域連携薬局と称することができる。 
① 構造設備が、薬剤及び医薬品について情報の提供又は薬学的知見に基づく指導を受ける者（以下「利用者」という。）の心身
の状況に配慮する観点から必要なものとして厚生労働省令で定める基準に適合するものであること。 
② 利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報を他の医療提供施設と共有する体制が、厚生労働省令で定める基準に適合するも
のであること。 
③ 地域の患者に対し安定的に薬剤を供給するための調剤及び調剤された薬剤の販売又は授与の業務を行う体制が、厚生労働省令
で定める基準に適合するものであること。 
④ 居宅等（薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号）第２２条に規定する居宅等をいう。以下同じ。）における調剤並びに情報の
提供及び薬学的知見に基づく指導を行う体制が、厚生労働省令で定める基準に適合するものであること。 

 
 ２ １①に掲げる構造設備の基準は、次のとおりとする。 
① 利用者が座って情報の提供及び薬学的知見に基づく指導を受けることができる、間仕切り等で区切られた相談窓口その他の
区画並びに相談の内容が漏えいしないよう配慮した設備を有すること。 
② 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造であること。 
 
３ １②に掲げる利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報を他の医療提供施設と共有する体制の基準は、次のとおりとする。 
① 薬局開設者が、過去１年間（当該薬局を開設して１年に満たない薬局においては、開設から認定の申請までの期間。以下同 
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じ。）において、当該薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師を、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５
条の４８第１項に規定する会議その他の地域包括ケアシステム（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法
律（平成元年法律第６４号）第２条第１項に規定する地域包括ケアシステムをいう。以下同じ。）の構築に資する会議に継続
的に参加させていること。 
② 薬局開設者が、当該薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師が利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報につい
て地域における医療機関に勤務する薬剤師その他の医療関係者に対して随時報告及び連絡することができる体制を備えている
こと。 
③ 薬局開設者が、過去１年間において、当該薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師に利用者の薬剤及び医薬品の使
用に関する情報について地域における医療機関に勤務する薬剤師その他の医療関係者に対して月平均３０回以上報告及び連絡
させた実績があること。 
④ 薬局開設者が、当該薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師が利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報につい
て地域における他の薬局に対して報告及び連絡することができる体制を備えていること。 
 

４ １③に掲げる地域の患者に対し安定的に薬剤を供給するための調剤及び調剤された薬剤の販売又は授与の業務を行う体制の基準
は、次のとおりとする。 
① 開店時間外であっても、利用者からの薬剤及び医薬品に関する相談に対応する体制を備えていること。 
② 休日及び夜間であっても、調剤の求めがあつた場合には、地域における他の薬局開設者と連携して対応する体制を備えてい
ること。 
③ 在庫として保管する医薬品を必要な場合に地域における他の薬局開設者に提供する体制を備えていること。 
④ 薬局開設者が、麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）第２条第１号に規定する麻薬の調剤に応需するために
同法第３条第１項の規定による麻薬小売業者の免許を受け、当該麻薬の調剤の求めがあつた場合には、当該薬局において薬事
に関する実務に従事する薬剤師に当該薬局で調剤させる体制を備えていること。 
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⑤ 無菌製剤処理を実施できる体制（第１１条の８第１項ただし書の規定により他の薬局の無菌調剤室を利用して無菌製剤処理
を実施する体制を含む。）を備えていること。 
⑥ 薬局開設者が、医療安全対策に係る事業に参加することその他の医療安全対策を講じていること。 
⑦ 当該薬局に常勤として勤務している薬剤師の半数以上が、当該薬局に継続して１年以上常勤として勤務している者であるこ
と。 
⑧ 当該薬局に常勤として勤務している薬剤師の半数以上が、地域包括ケアシステムに関する研修を修了した者であること。 
⑨ 薬局開設者が、当該薬局において薬事に関する実務に従事する全ての薬剤師に対し、１年以内ごとに、前号の研修又はこれ
に準ずる研修を計画的に受けさせていること。 
⑩ 当該薬局において薬事に関する実務に従事する薬剤師が、過去１年間において、地域における他の医療提供施設（医療法（昭
和２３年法律第２０５号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設をいう。以下同じ。）に対し、医薬品の適正使用に関す
る情報を提供していること。 
 

 ５ １④に掲げる居宅等における調剤並びに情報の提供及び薬学的知見に基づく指導を行う体制の基準は、次のとおりとする。 
① 居宅等における調剤並びに情報の提供及び薬学的知見に基づく指導について、過去１年間において月平均２回以上実施した
実績があること。 
② 高度管理医療機器又は特定保守管理医療機器（以下「高度管理医療機器等」という。）の販売業の許可を受け、訪問診療を
利用する者に対し必要な医療機器及び衛生材料を提供するための体制を備えていること。 
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